
大阪市敬老優待乗車証条例（平成２５年大阪市条例第７９号）の一部を次のように改正

する。

第３条中「市規則」を「本市が事業者との間で締結する敬老優待乗車証の使用に係

る協定」に、「本市が経営する高速鉄道、乗合自動車及び中量軌道」を「当該協定で

定める高速鉄道、乗合自動車その他の交通機関」に改める。

第５条及び第６条を削る。

第７条第２項中「到来後、」を「到来後も」に、「者は、」を「者は、当該有効期限

までに」に改め、同条中第３項を削り、同条第４項中「第２項」を「前項」に改め、

同項を同条第３項とし、同条中第５項を削り、同条を第５条とする。

第８条中「被交付者」を「第４条第３項の規定により敬老優待乗車証の交付を受け

た者（以下「被交付者」という。）」に改め、同条を第６条とし、第９条を第７条と

し、第１０条を第８条とする。

附則第２項中「第７条第１項」を「第５条第１項」に改め、「並びに第５条第１項

及び第２項」及び後段を削り、附則第３項を削り、附則第４項中「第７条第４項」を

「第５条第３項」に改め、「、第５条第３項」を削り、「第９条第１項」を「第７条

第１項」に、「第９条第２項第４号」を「第７条第２項第４号」に、「附則第４項」

を「附則第３項」に改め、同項を附則第３項とする。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成３０年７月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、

当該各号に定める日から施行する。

� 附則第３項及び第４項の規定 公布の日

議 案 第１７３号

大阪市敬老優待乗車証条例の一部を改正する条例案
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� 第３条の改正規定及び次項の規定 平成３０年４月１日

（経過措置）

２ この条例による改正後の大阪市敬老優待乗車証条例（以下「改正後の条例」とい

う。）第３条の規定は、前項第２号に掲げる規定の施行の日前に交付されたこの条

例による改正前の大阪市敬老優待乗車証条例（以下「改正前の条例」という。）第

１条に規定する敬老優待乗車証についても適用する。

３ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後に使用が可能となる改正後

の条例第１条に規定する敬老優待乗車証及び当該敬老優待乗車証の交付に係る改正

前の条例第４条第１項の規定による申請については、改正前の条例第５条及び第６

条の規定は、適用しない。

４ 改正前の条例第５条第１項に規定する利用可能期間の末日が施行日の前日以後で

ある改正前の条例第１条に規定する敬老優待乗車証については、改正前の条例第５

条第３項の規定は、適用しない。

５ 施行日前に納付された改正前の条例第６条第１項及び附則第２項に規定する費用

については、なお従前の例による。

平成２９年１１月３０日提出

大阪市長 吉 村 洋 文

説 明

本市が経営する高速鉄道事業、自動車運送事業及び中量軌道事業の廃止に伴い敬老優待乗車証

を使用することにより５０円を負担して利用することができる交通機関に係る規定を改めるととも

に、敬老優待乗車証の交付申請等の際に敬老優待乗車証に係る事業に要する費用として３，０００円

を納付することを要しないこととするため、条例の一部を改正する必要があるので、この案を提

出する次第である。
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（敬老優待乗車証による交通機関の利用）

第３条 前条に定める者は、敬老優待乗車証を使用することにより、市規則
本市が事業者との間で締結

する敬老優待乗車証の使用に係る協定
で定める乗車ごとに５０円を負担して、本市が経営する高

当該協定で定める

速鉄道、乗合自動車及び中量軌道
高速鉄道、乗合自動車その他の交通機関

を利用することができる。

（利用可能期間）

第５条 第３条の規定により５０円を負担して交通機関を利用することができる期間（以下「利用

可能期間」という。）は、次の各号に掲げる敬老優待乗車証の交付を受けた者（以下「被交付

者」という。）の区分に応じ、当該各号に定める期間とする。

� 敬老優待乗車証の交付を受けた日において第２条第２号に掲げる要件を満たしていない被

交付者 ７０歳の誕生日の属する月の初日から１年間

� 敬老優待乗車証の交付を受けた日において第２条第２号に掲げる要件を満たしている被交

付者 敬老優待乗車証の交付を受けた日から、当該日から１年１月を超えない範囲内で市長

が指定する日までの期間

２ 市長は、被交付者に対し、前条第３項の規定による敬老優待乗車証の交付の際、当該敬老優

待乗車証の利用可能期間を通知しなければならない。

３ 被交付者（第２条各号に掲げる要件のいずれにも該当する者に限る。）は、次条第１項に定

めるところにより、利用可能期間（この項の規定により延長されたものを含む。）を１年間延

長することができる。

（費用の納付等）

第６条 第４条第１項の規定による申請をしようとする者又は前条第３項の規定による利用可能

期間の延長をしようとする者は、敬老優待乗車証に係る事業に要する費用として、あらかじめ、

それぞれ３，０００円を納付しなければならない。

２ 既納の前項に定める費用は、還付しない。ただし、市長は、次の各号のいずれかに該当する

ときは、その全部又は一部を還付することができる。

� 前項に定める費用を納付した者が敬老優待乗車証の交付を受けなかったとき

� 被交付者が敬老優待乗車証の利用可能期間の初日前に敬老優待乗車証を市長に返還したと

（参 照） 傍線は削除�
�
�太字は改正

大阪市敬老優待乗車証条例（抄）
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き（第９条第２項の規定による命令を受けて返還した場合を除く。）

� 前条第３項の規定により利用可能期間を延長した被交付者が、利用可能期間のうち当該延

長に係る部分の初日前に敬老優待乗車証を市長に返還したとき（第９条第２項の規定による

命令を受けて返還した場合を除く。）

� その他市長が特別の事由があると認めるとき

（敬老優待乗車証の有効期限）

第７条
第５条

省 略

２ 前項に定める敬老優待乗車証の有効期限の到来後、
も
なお敬老優待乗車証を使用しようとする

者は、当該有効期限までに敬老優待乗車証の更新を受けなければならない。

３ 前項の敬老優待乗車証の更新は、第１項に定める敬老優待乗車証の有効期限を経過した後で

あっても、利用可能期間内に限り受けることができる。

４
３

第４条の規定は、第２項
前項

の敬老優待乗車証の更新について準用する。

５ 第１項の規定にかかわらず、利用可能期間を経過した場合においては、敬老優待乗車証はそ

の効力を失う。

（譲渡等の禁止）

第８条
第６条

被交付者
第４条第３項の規定により敬老優待乗車証の交付を受けた者（以下「被交付者」とい

う。）
は、交付を受けた敬老優待乗車証を、譲渡し、貸与し、又は担保に供してはならない。

第９条
第７条

－第１０条
第８条

省 略

附 則

（施行期日）

１ 省 略

（経過措置）

２ 旧乗車証（高齢者の社会参加を支援し、高齢者の福祉の増進を図るために本市が発行してい

る乗車証であって市長が定めるものをいう。以下同じ。）のうち、その有効期限として別に市

長が指定する日が平成２５年７月１日以後であるものの交付を受けている者が、同年６月２０日ま

でに、敬老優待乗車証に係る事業に要する費用として、３，０００円を本市に納付したときは、当

該旧乗車証を敬老優待乗車証と、旧乗車証の有効期限として別に市長が指定する日を第７条
第５条

第

４



１項の有効期限とそれぞれみなして、この条例の規定（第４条並びに第５条第１項及び第２項

の規定を除く。）を適用する。この場合において、第６条第２項の規定の適用については、同

項中「前項」とあるのは「附則第２項」とする。

３ 前項の規定により敬老優待乗車証とみなされた旧乗車証に係る利用可能期間は、平成２５年７

月１日から１年間とする。

（東日本大震災の被災者に係る特例措置）

４
３

東日本大震災（平成２３年３月１１日に発生した東北地方太平洋沖地震及びこれに伴う原子力発

電所の事故による災害をいう。）の被災者のうち市長が定める者で第２条第２号から第４号ま

でに掲げる要件のいずれにも該当するものについては、当分の間、同条の敬老優待乗車証を使

用することができる者とみなして、この条例の規定を適用する。この場合において、第４条第

３項（第７条第４項
第５条第３項

において準用する場合を含む。以下同じ。）、第５条第３項並びに第９条
第７条

第１項及び第２項第４号の規定の適用については、第４条第３項、第５条第３項及び第９条
第７条

第

１項中「第２条各号」とあるのは「第２条第２号から第４号まで」と、第９条
第７条

第２項第４号中

「前項」とあるのは「附則第４項
附則第３項

の規定により読み替えられた前項」とする。
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